




















(3)ホタル放流事業

宮ノ前ふれあい公園内に整備したホタルの生息に適した水路へ、地域住民により組織さ

れた「宮ノ前ふれあい公園ホタルの里育成協議会」と市の協働により、ヘイケボタルの放

流･育成及び生息･繁殖に相応しい環境づくりを推進する。

･需用費(消耗品費) ホタル放流に伴う消耗品費 899,750 円

※令和 4 年度より市制施行 50 周年記念事業(2 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費 2501

市制施行 50周年記念事業に要する経費)から移行

[担当：環境対策課] P.169

3801 地球温暖化対策の推進に要する経費 13,872,000 円（4,875,000 円）

[国･県 750,000 円 その他 7,720,000 円 一財 5,402,000 円]

＊ 特財積算根拠

[県補:自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金 750,000 円]

[繰入金:ふるさと取手応援基金繰入金 7,720,000 円]

○ 目的

令和 32(2050)年温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、地球温暖化対策を総合的･計画的

に推進する。

○ 内容

(1)地球温暖化防止対策講座

地球温暖化の現状･対策の重要性について市民の理解を深め、自主的･自発的な環境に配

慮した行動を促進するため、地球温暖化対策について学び、考える機会を提供する。

･報償費（講師謝礼） 地球温暖化防止対策講座講師謝礼 550,000 円

(2)地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定支援業務委託

市域の地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地

球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に、気候変動適応法に基づく「地域気候変動適応計

画」を組み入れ策定する。

･委託料 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定支援業務委託料 8,489,000 円

(3)環境教育プログラム業務委託

市内の小中学生に環境問題を基軸とした「新しい価値創造能力」の育成を図るため、持

続可能な開発目標(SDGs)における環境問題の理解を深めるとともに、環境問題や社会問題

に地域課題をかけ合わせ、タブレット等の情報通信技術(ICT)を活用した探究型の環境教育

プログラムを指定校にて実施し、令和 7年度を目標に市内全小中学校への導入を目指す。

･委託料 環境教育プログラム業務委託料 1,980,000 円

(4)自立･分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金及び住宅用太陽光発電システム設置

補助金

市域における再生可能エネルギーの普及･拡大を図るため、住宅用蓄エネルギー設備及び

住宅用太陽光発電設備を導入する市民に対し、導入に要する経費の一部を補助する。

令和 4年度は昨年度の実績を踏まえ、住宅用蓄エネルギー設備、住宅用太陽光発電設備

それぞれ 30基(昨年度比 10 基増)に上限を拡大し実施する。

･負担金、補助及び交付金

自立･分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金(30 基) 1,500,000 円
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